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2020年度賃金確定市労組連要求に対する回答（案）（人事課分） 

 

  

要   求 回 答（案） 

４．正規職員と非正規職員の間の不合理な待遇

差の解消を行い、均等待遇を実現すること。

2020年 10月 15日の「日本郵便裁判」最高

裁判決を踏まえた対応を行うこと。非正規職

員(任期付職員、会計年度任用職員、臨時的

任用職員を含む)について次ぎの改善を図る

こと。 

(1)常時勤務が必要な職種は、正規職員として

採用すること。 

(2)すべての非正規職員に正規職員と同等の手

当、一時金、退職手当を支給すること。休暇

制度を正規職員と同等にすること。 

(3)会計年度任用職員の期末手当支給に際して

月例給を引き下げたことを改め、月例給を元

の水準に戻したうえで期末手当を支給する

こと。会計年度任用職員の初任給基準を引き

上げるとともに、最高号給を撤廃すること。

会計年度職員の任用においては、競争試験と

はせず選考（面接等）のみとすること。また、

公募によらない再度の任用の上限を設けな

いこと。 

(4)業務に関する研修をきちんと保障するこ

と。 

(5)正規職員への任用替えをすすめること。 

 （給与課回答部分あり） 

会計年度任用職員制度については、地公法改

正の趣旨を踏まえ、正規職員と同様に職員個人

の前歴に応じた初任給決定を行い、期末手当を

支給できるものとしたところであるが、引き続

き運用実態を注視するとともに、勤務労働条件

に関わる課題が生じた場合には、十分に交渉・

協議等を行ってまいりたい。 
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６．公務の「公平性・中立性・安定性・継続性」

の確保を歪める「相対評価」「能力・成果主

義」を廃止すること。評価結果の処遇への反

映を行わないこと。とりわけ、生涯賃金に影

響し格差を広げる評価結果の昇給反映は直

ちに中止すること。 

 （給与課回答部分あり） 

相対評価による人事評価制度は、公務能率の

向上や執務意欲の向上に向けて、能力と実績に

応じた適正でより厳格な評価を行い、また、そ

れに伴う処遇の徹底を図ることで、これまで以

上に頑張った職員に報いるとともに、より市民

の信頼を得られる制度としていくために、平成

25年度より導入したものである。 

８．2019年 10月 4日の大阪市人事委員会「職

員の給与に関する報告及び勧告」には、「人

事部門が行っている職員アンケート結果で

は、多くの職員が人事評価制度そのものに理

解を示しているものの、人事評価結果を給与

に反映することについては依然として否定

的な意見が多く見受けられる。加えて、評価

結果を本人に開示した際の心境として、執務

意欲の向上につながっていないと受け取れ

る意見が約半数あった。」「相対評価による

人事考課については導入から６年が経過し

ている。人事部門はこれまでの人事評価結果

や所属、職員アンケート結果をもとに、制度

本来の目的である職員の人材育成、執務意欲

の向上に資するものとなっているかを十分

に検証し、人事評価制度の在り方全般につい

て検討すべきと考える。」との意見が述べら

れている。また「現在の人事評価制度は、相

対評価区分に応じて昇給号給数及び勤勉手

当の支給月数が定められているが、その点、

本委員会は人事評価結果に対する職員の納

得性について懸念を示してきた。人事評価の

実施後にこのことは、相対評価制度において

必然的に発生するものの、絶対評価結果が期

待レベルに達しているにも関わらず、一定数

人事評価の給与反映については、大阪市職員

基本条例においても、「人事評価の結果は、任用

及び給与に適正に反映しなければならない。」と

しており、さらには「昇給及び勤勉手当につい

ては、人事評価の結果を明確に反映しなければ

ならない。」と規定しているところであるが、こ

れに関しては、人事評価結果を活用しつつ給与

反映方法等を工夫することが、頑張っている職

員に報いることであり、そのことが職員のやり

がいや、ひいては市民サービスの向上につなが

るものと考えている。 

これまで以上に職員の頑張りや実績に報い、

執務意欲の向上に資するため、令和元年度の人

事委員会からの意見において昇給号給数への反

映は生涯賃金への影響が大きく見直す必要があ

るとされたことや職員アンケートの結果を踏ま

え、頑張っている上位区分の者には引き続き報

いる体系としつつ、下位区分の者については、

翌年度に改善に向けてチャレンジし、挽回しよ

うというモチベーション向上につながる給与反

映とするため、昇給号給数及び勤勉手当の成績

率の見直しを行った。内容については令和２年

３月 31日に提案したとおりである。 

引き続き、人事委員会からの意見や職員アン

ケートを踏まえ、職員の執務意欲の向上の観点
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の職員を下位区分にせざるを得ないことが

影響していると考えられる。」「本委員会と

しては、職員の人事評価結果に係る給与反映

については、勤勉手当のように成果や実績を

単年度で反映させることが望ましく、一方、

昇給号給数への反映は、生涯賃金への影響が

大きいことを考慮し見直す必要があると考

える。」との意見も述べられている。 

(1)懲戒被処分者に対して２重罰を課すような

対応を改めること。「懲戒処分者に対して、

行政職１級第５区分の昇給号給数を２号給

から昇給なし」とする取り扱いは、「昇給号

給数への反映は、生涯賃金への影響が大きい

ことを考慮し見直す必要があると考える」と

の人事委員会意見に反するものであり、直ち

に改善すること。 

(2)絶対評価結果が期待レベルに達しているに

も関わらず、一定数の職員を下位区分に貶め

ていることの改善策を早急に示すこと。 

(3)「昇給号給数への反映は、生涯賃金への影

響が大きいことを考慮し見直す必要がある

と考える」を踏まえ、さらに改善を図ること。 

(4)「人事評価結果や所属、職員アンケート結

果をもとに、制度本来の目的である職員の人

材育成、執務意欲の向上に資するものとなっ

ているかを十分に検証し、人事評価制度の在

り方全般について検討すべきと考える。」を

踏まえ、早急に改善のための方策を提案する

こと。 

から、検証・検討していく。 
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13．格付・昇格・昇給基準の改善をはかること 

(1)前歴加算の換算率は全て 10割とし、格付け

上の調整率は廃止すること。また、換算率に

より換算して得られる期間を除する月数を

全ての期間３月とすること。当面、換算率に

より換算して得られる期間のうち、５年を超

える部分について 4.5月で除して得られる

号給（端数切捨て）を初任給基準に加算する

という取り扱い、その他の期間の換算率

（０％）の取り扱いなどを、「外部経歴期間

を長期間有する職員が近年増加している状

況であり、このような状況や他都市の状況等

を踏まえ……」て改善すること。 

 （給与課回答部分あり） 

新規採用者等に対する初任給決定に係る前歴

加算制度については、今年度、「職員の初任給の

決定に関する規定」を改正し、試験区分より下

位の学歴を有する者で、下位の学歴の初任給基

準から外部経歴を加算する方が有利な者につい

ては、外部経歴を加算できることとしたところ

である。 

13．格付・昇格・昇給基準の改善をはかること 

(2)行政職給料表５級までの昇格制度の抜本的

改善をめざし、誰もが行政職４級・技能労務

職３級へ昇格できる制度を確立すること。特

に行政職３級への昇格基準の改善をはかり、

すでに昇格からもれた職員への実損の回復

をはかること。 

 

技能労務職３級、行政職４級への格付につい

ては、任用を伴うものであり、能力・実績に基

づき適材適所の観点から任用を行ってきたとこ

ろである。今後とも、職員の士気高揚といった

観点から引き続き研究してまいりたい。 

行政職３級相当級については、主務の級に位

置づけ、人事委員会の選考試験を行うこととし

たこと、平成 24年度からは、若手職員の職務意

欲の向上・モチベーション付与の観点から、所

属推薦を廃止し、昇格選考要件を満たした者す

べてに受験機会を与えたこと、また、平成 27年

度からは、社会人経験者等の３級昇格にかかる

必要在級年数を短縮、さらに、平成 30年度から

は、昇格選考要綱の非該当要件から、育児休業

及び介護休暇を外すなど、この間、大きな変更

を行ってきたところである。 
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13．格付・昇格・昇給基準の改善をはかること 

(3)当面、大量に１級に滞留している状況を踏

まえ、保育士の２級への昇格基準を改善する

こと。 

行政職３級相当級については、この間、行政

職と同様の変更を行ってきたところである。 

13．格付・昇格・昇給基準の改善をはかること 

(4)当面、大量に１級に滞留している状況を踏

まえ、技能労務職２級への選考基準を経験年

数と専門性を考慮した誰もが昇格できるも

のに改善すること。 

 

技能労務職２級への昇格条件の改善として、

令和２年度より、業務主任を補佐する役割等を

担う２級班員を必要に応じて新たに設置したと

ころである。 

また、選考基準については、主任選考基準及

び昇格選考実施要綱に基づき主任等への格付け

を実施しているところであり、引き続き研究し

てまいりたい。 

13．格付・昇格・昇給基準の改善をはかること 

(6)育児休業・介護休業取得にともなう格付け

での不利益扱いを解消すること。 

平成 30年度より、昇格選考要綱の非該当要件

から、育児休業及び介護休暇を外しているとこ

ろである。 

13．格付・昇格・昇給基準の改善をはかること 

(7)技能職員から事務職員等への任用替は、当

局の都合による流動化であることを踏まえ

格付基準を改善すること。 

行政職への転任にかかわっては、人材の有効

活用等の観点、また技能職員のもつ「知識・技

能・経験」を最大限に活用するという観点から

実施しているところであるが、近年、事務職員

への転任選考、事業担当主事補への職種変更及

び事業担当主事への転任選考の応募者、合格者

が減少傾向にあることや、技能職員が担ってき

た業務の民間委託の拡大により、委託業者の管

理監督業務等、新たな行政ニーズに対応するな

ど、技能職員が有する知識、経験及び能力をよ

り効果的に活用できるよう、別紙「技能職員に

おける転任制度等の見直しについて」のとおり

転任制度の見直しを行う。 

なお、格付けにあたっては、技能職員として

の在職期間も考慮しているところである。 
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15．年金制度の改悪にともなう生活保障のた

め、高齢者の雇用制度の充実・改善をはかる

こと。また、再任用職員の処遇について一時

金支給率を正規職員と同様にするとともに、

フルタイム職員の賃金を改善すること。年金

支給開始年齢の引き上げに連動する定年引

き上げの検討が行われているが、給与水準を

引き下げることなく、長時間過密労働を解消

させ、加齢困難職種への対応等、定年まで働

き続けられる職種（業務）と職場環境を十分

に整えたうえで検討をすすめること。 

（給与課回答部分あり） 

本市における公的年金の支給開始年齢の段階

的に引上げに伴う年金不支給期間への対応につ

いては、再任用制度を活用することとして、今

年度末定年退職者の取扱いについても、昨年度

と同様に実施することとしている。 

本制度の運用にあたっては、業務執行体制に

おける要員の調整と密接に関わり、また、職場

実態等についても異なることから、勤務労働条

件に係わる諸課題が発生する場合については、

各単組での協議として取り扱っていく。 

今後の高齢期雇用については、人事院及び本

市人事委員会から出された定年引上げに関する

意見を踏まえ、国や他都市の動向を注視しつつ、

各所属と連携を図って対処してまいりたい。 

16．１日７時間、週 35 時間労働を労使合意に

よって実現すること。同時に、拘束時間の延

長なしに休憩時間を１時間とすること。ま

た、「ノー残業デー」の実施をはじめとし「１

日２時間以内・週５時間以内・月 20 時間以

内・年間 120時間以内」の時間外労働の規制

を労使合意によって実現するとともに、交替

制勤務について改善をはかること。健康及び

福祉を確保するために超過勤務の上限規制

とともに、終業時から始業時までの 11 時間

の勤務間インターバル制度を導入すること。 

勤務時間については、国と均衡を失しないよ

う取り扱う必要があり、改正は困難である。 

時間外労働については、これまでも時間外勤

務の縮減にかかる指針に基づき、超過勤務時間

の縮減に向け取り組んできたところであるが、

７月から８月までの期間を「ワーク・ライフ・

バランス推進期間」、11月を「秋のワーク・ラ

イフ・バランス推進月間」として設定し「ノー

残業デーの一層の徹底」等の取組を行ったとこ

ろである。 

今後も、使用者の責務として適正な勤務時間

管理の徹底に努めてまいるとともに、引き続き

時間外勤務の縮減及びワーク・ライフ・バラン

ス推進に取り組んでまいりたい。 



7 

 

17．使用者の労働時間の管理責任、時間外労働

の本人確認・労働組合の閲覧権を保障した厚

生労働省労働基準局長通達・労働時間の適正

な把握のために使用者が講ずるべき措置に

関するガイドラインの徹底により、サービス

残業・不払い労働を解消すること。そのため

の管理者の時間管理を徹底させること。安易

に「特別な事情がある場合」を適用しないこ

と。全ての職場で 36協定を締結すること。 

労働時間の管理については、平成 18 年 10 月

よりＩＣカードによる出勤簿のシステムの本格

運用を開始し、職員の出退勤状況の把握を含め

た労働時間の適正な管理に努めているところで

ある。 

本市としても、法令及び時間外勤務の縮減に

かかる指針に基づき、使用者の責務として適正

な勤務時間管理の徹底に努めてまいるととも

に、実際行われた超過勤務に対しては、法令に

基づく手当を適正に支給するとともに、労働基

準法で定められた休憩時間の適切な付与の徹底

を図ってまいりたい。 

18．労基法、条例に基づき休憩時間を付与する

こと。また、保育所、学校園の休憩時間取得

状況調査を行うこと。 

職員の休憩時間については、労基法等に基づ

き付与しているところであり、引き続き適切な

付与の徹底を図ってまいりたい。 

20．災害時による、職員・教職員の命と安全を

守るために、出退勤時等の特別休暇（危険回

避、交通経路の状況や交通機関の運休に対応

するため）を新たに設けるなどの安全対策を

強化すること。 

災害時の出退勤途上における特別休暇につい

ては、引き続き、他都市の策定状況や運用状況

を注視してまいりたい。 

21．使用者として、年休の計画的取得を行うた

めの取組を進め、年休取得を阻害する調査を

行わないこと。 

人事室としても、職員の健康保持・増進及び

職業生活と家庭生活等との調和を図るために、

年休の計画的取得を行うことが重要であると認

識している。 

年次休暇の取得状況の調査については、平成

25年度より行っているところであるが、あくま

で、突発的な休暇を早いペースで繰り返してい

る等があった場合の、職員の心身の健康状況等

を把握する目的で行っているものであり、休暇

取得の内容自体を調査するものではなく、また、

年次有給休暇の取得を阻害する目的ではない。 

また、平成 27年度より、調査時期の年休残が
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一定日数を超えている職員については、報告の

対象外とし、より目的に沿った調査となるよう

改善を図っている。 

22．次世代育成支援対策について、特定事業主

として安心して子どもを生み育てられる労

働環境を保障するため、産前産後休暇・育児

休業の代替職員は正規職員を採用し配置す

ることを制度として確立すること。制度確立

までの期間にあっては、正規職員での代替要

員の配置を全ての所属で具体的に行うこと。

正規職員での代替職員の配置が困難な場合

は、任期付職員・会計年度任用職員等を採用

し、欠員を生じさせないこと。育児休業時の

待遇改善を抜本的に行うこと。 

職業生活と家庭生活の両立支援策について

は、職員の配偶者の就業の有無や育児休業等の

取得の状況に関わりなく、育児休業・育児短時

間勤務・部分休業を取得することができること

とし、子の看護休暇の取得上限日数の緩和や３

歳に満たない子を養育する職員の超過勤務の免

除を導入するなど、諸制度の整備に努めている。 

また、特定事業主行動計画については、今年

度が前期行動計画期間の最終年度となることか

ら、目標達成に向けて引き続き取組を推進する

とともに後期計画期間の目標の策定を進めてま

いりたい。 

今後とも事業主の責務として、計画の周知徹

底を図るとともに男性職員の育児休業等の取得

促進など、職業生活と家庭生活の両立支援に向

けた取り組みを推進してまいりたい。 

なお、育児休業等の長期休業者に関する代替

措置については、任期付職員等による対応を基

本としているところであるが、ワーク・ライフ・

バランス推進プラン 2.0に基づき、育児休業等

により長期間にわたり欠員が重複することによ

る繁忙状況に対応するための人的措置について

は、所属との協議を踏まえ、対応可能な範囲で

本務職員による代替措置の取組を行なっている

ところである。 

今後ともワーク・ライフ・バランス推進プラ

ン 2.0に基づく取り組みを進めてまいりたい。 
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23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(1)全国に例を見ない、病気休暇当初３日間無

給の取り扱いを廃止すること。子どもや市民

への感染を防ぐためにも感染症による病気

休暇の例外規定の拡充をさらに行うこと。ま

た、例外規定の取り扱いに際しては、勤勉手

当の減額を行わないこと。 

（給与課回答部分あり） 

休暇制度については、平成 25年４月１日付け

で、公務能率の向上、職員の適切な健康管理及

び制度の悪用・濫用防止を図る等の服務規律確

保の観点から、病気休暇の当初３日間の無給化

を含む抜本的な見直しを実施した。 

また、平成 30 年 12 月より、インフルエンザ

等により病気休暇を取得する場合には、病気休

暇当初３日無給の特例を認める改正を行ったと

ころである。 

なお、傷病手当金の受給期間への影響を鑑み、

平成 31年４月より、当初、病気休暇開始の日か

ら終了の日までの期間が 14 日以下の病気休暇

を申請したものの、結果として病気休暇が 14日

を超えることとなった場合においては当初３日

無給の対象外としてきたところである。 

今後も引き続き、病気休暇の取得状況等の分

析を行いながら、適切な制度の運用に努めてま

いりたい。 

23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(2)地球温暖化、グローバル化の中で今後新た

な感染症が発生してくることが予測される

ことを踏まえ、感染症に対する休暇制度の整

備をすすめること。当面、感染症罹患により

重篤化する可能性が高い、妊婦(妊婦のパー

トナーを含む)、基礎疾患のある職員、高齢

者や介護等を必要とする家族がいる職員等

への特別休暇を有給で新設すること。感染リ

スクを減らすため、在宅勤務や教育公務員特

例法第 22条に基づく自宅での研修承認を必

要に応じて積極的に活用すること、３密を避

けるための時差通勤、マイカー通勤等につい

新型コロナウイルス感染症の発生に起因する

事由により勤務することが困難な場合について

は、特別休暇を付与することとしている。 

また、妊娠中及び出産後の職員に対しては、

厚生労働省策定の指針に基づく対応を図ってい

くとともに、全職員に対し、感染症への感染防

止の観点による時差勤務制度やテレワーク制度

等の拡充を行っているところである。 
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て必要に応じて承認すること等、労安(安全

配慮義務)の観点も踏まえて対応すること。 

（教育委員会事務局回答部分あり） 

23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(4)同一疾病による病気休職の期間の通算につ

いては、復職後１年未満とすること。 

病気休職の通算期間の取扱いについては、本

市における復職後の就労状況等を踏まえ、引き

続き、病気休職制度の適切な運用に努めてまい

りたい。 

23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(5)介護休暇・看護欠勤制度は取得条件・有給

保障など改善をはかること。また、代替要員

を制度化すること。 

介護休暇・看護欠勤制度については、平成 29

年４月から国の制度改正に伴う改正を行ったと

ころであるが、国からは、従前より国の制度と

均衡を失しないよう強い指導を受けており、取

得要件・有給保障などの改正を行うことは困難

である。 

また、育児休業者にかかる代替要員の制度化

については、育児休業法第６条に基づく任期付

職員制度並びに育児休業法第 18条に基づく育

児短時間勤務に伴う任期付短時間勤務制度につ

いて、平成 22年度より導入し、平成 23年度か

らは、病気休職者や年度途中での退職等の欠員

の代替として臨時的任用職員制度を活用してい

るところであり、引き続き、適切に運用してま

いりたい。 

23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(6)不妊治療にかかる職務免除を有給とすると

ともに、日数の改善を図ること。また不育治

療にも適用すること。 

不妊治療にかかる勤務条件については、今年

度に整備を図ったところであり、今後も国や他

都市、民間状況の動向を踏まえ、適正な職員の

勤務労働条件の確保に努めてまいりたい。 
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23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(7)病気休暇の時間休暇取得を可能にするこ

と。 

平成 31年４月より、がん等定期的な治療・診

断が必要となる病気休暇について、１日又は１

時間単位での取得を可能とするよう、改正を行

ったところである。 

引き続き、病気休暇制度の適切な運用に努め

てまいりたい。 

23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(8)ボランティア休暇の復活、結婚休暇の改善、

各種休暇の取得単位を改善すること。 

特別休暇、職務免除制度については、民間並

みを基本とする人事制度の構築に向けて抜本的

な見直しを行うため、平成 22年度に国家公務員

の勤務条件を基本に民間状況も踏まえた改正を

行った大阪府の制度を参考に改正・廃止等を実

施し、適正に運用を行っているところである。 

また、平成 31年４月より、現在、事実婚の場

合に取得できる休暇制度等について、ＬＧＢＴ

などいわゆる性的少数者の職員においても利用

可能としたところである。 

今後も国や他都市、民間状況の動向を踏まえ、

適正な職員の勤務労働条件の確保に努めてまい

りたい。 

23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(9)夏季休暇の半日取得を可能とすること。 

夏季休暇は、職員が夏季における心身の健康

の維持及び増進又は家庭生活の充実のために取

得するものであり、その本来の趣旨から、取得

単位を１日単位としているところであるが、今

後、本市職員の取得状況の把握に努めてまいり

たい。 

23．休職、休業、休暇制度などの改善を行うこ

と。 

(10)時間年休の分割取得（例.30分＋30分で１

時間休）を可能とすること。 

労働基準法上、年次休暇は、その本来の趣旨

に照らして、１日以上の単位で与えることを原

則としており、例外的に時間単位の付与までは

可能としている。 


